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1.調査研究の目的

社団法人全国老人保健施設協会が行った「老人保健施設の維持期におけるリハビリ
テーションの実態調査」（平成10年度）、「老人保健施設における維持期リハビリ
テーションの実態に関する調査（平成11年度）」「介護老人保健施設におけるリハ
ビリテーションのあり方に関する調査研究」（平成12年度）では、介護老人保健施
設において実施されているリハビリテーションが身体機能の維持・改善といった面
に効果が発揮されていること、そして、そうした効果をよりいっそう発揮するため
には、施設の内部においてずべての職員がリハビリテーションに関する意思統一を
図り、地域社会との連携を積極的に進めていく必要があることが明らかになった。

そこで、本調査研究では、特に介護予防の視点で地域リハビリテーションに取り組
んでいる介護老人保健施設に焦点をあてて、そうした取り組みが実際に高齢者本
人・家族にとってどのような効果を及ぼしているのか、等について検討することを
目的とする。

２．調査の概要　　

介護老人保健施設における地域リハビリテーションと介護予防のあり方に関するＦ
ＡＸ調査の対象は、平成13年10月12日現在における社団法人全国老人保健施設協会
正会員2671施設。
平成13年10月に発送、10月末日までに回収。
回収された有効回収票は1454票（有効回収率54.4％）。

利用者意識調査と利用実態調査の対象は、アンケート回収施設の中から介護予防の
リハビリテーションに積極的に取り組んでいると考えられる５施設の入所・利用
者。
なお、利用者意識調査は施設職員に調査票を配布された入所・利用者について施設
職員がＡＤＬの状況などを客観的に記入する形をとった。

ヒアリングの対象は、上記の５施設に対して実施。

６．介護老人保健施設における地域リハビリテーションと介護予防のあり方に関するヒアリン
グの結果

６－１　ヒアリング対象施設



６－２　地域における元気な高齢者が、元気をなくしたよう支援の状態
になったりしないようにする取り組み

　具体的な取り組みの内容

ヒアリング施設はいずれも、立地地域の市町村の事業や住民活動に積極的に参画し
ており、また、ボランティア活動なども関連させながら、地域に開かれた施設がお
のずと実現されている。
取り組みの具体的な内容を整理すると、
・地域のｍクラブ活動への職員の派遣
・家族安全教室やケアセミナーなどへの主催・参画
・痴呆予防教室などの開催
・スポーツレクリエーション
・地域リハビリテーション広域支援センターとしての活動
・地域のリハビリテーションは・スタッフへの相談・指導
が挙げられる。

　取り組みを展開するに当たっての外部機関との連携

取り組みを展開するにあたっては、様々な外部機関との連携が必要となる。
特に、元気高齢者については、入所・通所のサービス提供の対象外であるだけに、
施設が外部機関とタイアップして実施する形態が多い。
連携する外部機関としては、
・地域の社会福祉協議会
・民生委員
・地域の医師会
・他の在宅介護支援センター
・市町村
であるが、特に民生委員については地域の高齢者の状況をよく把握しており、今後
積極的に連携して行きたいとの指摘があった。

また、個々の連携だけでなく、介護老人保健施設が主体的に地域の関係者のネット
ワークを構築していくことが重要であるとの指摘が多かった。
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